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はじめに ～今後の行政改革の取組に当たって～           

 

 

上越市では、第 6次総合計画に掲げる将来都市像「すこやかなまち～人と地域が輝

く上越～」の実現に向け、その下支えとして第 5次行政改革大綱及び同推進計画を策

定し、安定的な市政運営と地域経営の基本となる持続可能な行財政基盤の確立を目指

して、行政改革の取組を進めてきました。 

 

一方で、市政運営を取り巻く内外の環境は、人口減少や少子高齢化が進むとともに、

財政収支の不均衡が顕在化し、さらに公共施設等の老朽化、子育てや福祉分野の政策

推進に伴う事業費の増加など、第 5 次行政改革の取組を始めた平成 27 年度と比較し

ても、より一層厳しさを増しています。 

 

その中で、今後の市政運営においては、早期の財政収支の均衡、すなわち歳入規模

に見合った歳出構造への転換を図り、持続可能な行財政基盤の確立に目途を付けるこ

とが喫緊の課題であり、これらの取組の遅延は、現役世代の市民の皆さんの生活に大

きな影響を及ぼすだけでなく、将来世代へ重い負担を転嫁することにもつながってし

まいます。 

 

こうした認識の下で、第 6次行政改革の取組は、第 5次行政改革で示した「持続可

能な行財政基盤の確立」の考え方を継承しつつ、この間に新たに生じた環境変化と解

決すべき課題を踏まえ、計画期間内に「すこやかなまちの実現に向けた土台づくりが

図られている状態」及び「平成 35 年度以降における財政収支の均衡の目途が付いて

いる状態」を目指し、重点的に解決すべき課題に特化して取り組むことといたします。 

 

具体的には、市民の皆さんと「まちの将来像」や「市民生活の在り方」を共に考え

ながら、教育・福祉・子育て支援を始めとした市民生活を支える基礎的な行政サービ

スを継続的・安定的に提供していく一方で、それらに必要な経営資源を確保するため

に、行政内部における業務執行の更なる効率化を図るとともに、必要性や優先度が低

く、民間と重複したり、過剰となっている行政サービスの在り方や水準を見直してい

きます。 

 

行政改革の推進は、当市の将来都市像の実現のために必要な取組です。市民の皆さ

んのご理解とご協力をいただきながら、本計画の取組を着実に実行してまいります。 
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Ⅰ 行政改革の取組の背景と必要性             

１ これまでの行政改革の取組                    

  当市は、平成 7 年 12 月に第 1 次上越市行政改革大綱を策定し、以来、市政運営

上の課題に対応するとともに、市政運営の基本である「最少の経費で最大の効果」

をあげるため、様々な行政改革に取り組んできました。 

直近の平成 27年度から平成 30年度までを計画期間とする第 5次行政改革の取組

では、将来的な財政収支の均衡と経営資源の最適配分が図られる状態を目指し、事

務事業の総点検や公の施設の再配置計画に基づく取組を推進することにより、「持

続可能な行財政基盤の確立」に一定の成果をあげるとともに、第 6次総合計画に基

づく取組を下支えしてきました。 

 

【第 5次行政改革の主な取組】 

① 財政の健全化 

歳出の見直しと歳入の確保により、収支均衡と将来負担の軽減を見据えた財

政基盤の確立に取り組みました。 

【取組例】補助金・交付金の見直し、納税環境整備による収納率向上、未利用

財産（土地等）の売却・貸付け、第三セクターの健全経営 など 

 

② 行政運営システムの見直し 

経営資源を適正に配分することにより、公共サービスを最適化する行政運営シス

テムの見直しに取り組みました。 

【取組例】事務事業の見直し、内部管理事務の効率化・簡素化、指定管理者制

度の導入、学校給食調理業務の委託による民間活力の活用、公共施設の統廃

合  など 

 

③ 人材育成・組織風土の改革 

職員の意識改革や資質向上、職員の能力が最大限発揮される組織を目指す人

材育成・組織風土の改革に取り組みました。 

   【取組例】人材育成方針の見直し、人事評価制度の実施、階層別研修やリスク

マネジメント研修等の実施 など 

 

④ 「新しい公共」の創造・推進 

人と人、人と地域、地域と地域、また異なる分野間の多様な関係性の再構築

による「新しい公共」の創造・推進に取り組みました。 

【取組例】地域自治区制度の推進、地域活動支援事業の実施、まちづくりを担

う人材育成のための「元気の出るふるさと講座」の開催 など 
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２ 当市を取り巻く課題（外部環境）                 

第 6 次総合計画に基づく今後のまちづくりを進めていく中で、人口減少や少子高

齢化、国の新たな制度の創設など、当市を取り巻く社会経済情勢の変化を見据えた

対応が求められています。 

⑴ 人口減少・少子高齢化の進行 

当市の人口は毎年減少が続いており、国立社会保障・人口問題研究所が 2018 年

に発表した地域別将来推計人口では、2045 年には 14 万 3,000 人まで減少すると

推計されています。また、人口構成では、65 歳以上の高齢者が総人口に占める割

合は、2030 年には 36％、2045 年には 41％に高まり、15 歳未満の年少者が総人口

に占める割合は、2030 年には 11％、2045 年には 10％に低下すると推計されてい

ます。 

当市の人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）』に

より作成 

※実績値における年齢区分別数には年齢不詳を按分した値を加えた 

 

このまま人口減少が進行すると、生産年齢人口の減少による市民税の減少や市

内経済の縮小による法人税の減少など、歳入の減少が見込まれます。また、全人

口に占める高齢者人口の割合が高くなることで、歳出に占める社会保障関係経費

の割合が高くなることが予測され、財政の硬直化が懸念されます。 

さらに、市内経済の縮小は、雇用機会の減少が深刻化することにつながるほか、

小売や飲食、医療など生活関連サービスの縮小に伴って買い物弱者1や医療難民2

                                                   
1 人口減少・少子高齢化等を背景とした流通機能や交通網の弱体化等の多様な理由により、日常

の買物機会が十分に提供されない状況に置かれている人々 
2 病院などの医療サービスを十分に受けられない状況に置かれている人々 
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が増加するなど、市民生活への大きな影響も懸念されます。 

このような生活環境の変化は、行政に対する市民ニーズの増加につながってい

きますが、その全てに組織や予算を拡大して対応していくことには限界がありま

す。このため、行政サービスの選択と集中を図るとともに、将来的な人口減少の

動向をしっかりと見据えながら、長期的な視点でまちの将来像を描き、その実現

に向けた取組を進めることが必要となります。 

 

 

⑵ 分権型社会や新たな制度等への対応 

国は、地方がそれぞれの個性をいかし、自立した地域づくりを進めるために、

地方分権改革の推進を重要課題に掲げ、国から地方公共団体への事務・権限移譲

等を推進しています。その取組の一つとして、国から地方への事務・権限の移譲

及び規制緩和に関する提案を広く募集し、それらの提案の実現に向けて検討を行

う提案募集方式が導入されているところであり、当市においても市民サービスの

向上や事務効率の改善につながる提案を積極的に行う必要があります。 

また、地域がその特徴をいかした社会を創生するための施策を総合的かつ計画

的に実施する地方創生の取組3を引き続き推進するとともに、地方公会計制度改革

の取組4においても、当市が抱える様々な課題を解決するに当たって参考となる客

観的な根拠の一つとして、地方公会計により得られる情報を積極的に利用するこ

とも必要となります。 

さらに、公立の小中学校普通教室への空調設備の導入や、会計年度任用職員制

度5の導入など、地方も一定の財政負担を伴う国の制度への対応のほか、官民挙げ

ての働き方改革6への取組や、進化するＡＩ7を活用した業務の効率化にも適切に

対応することが求められています。 

今後とも、地域の実情を踏まえた主体的で自律した行財政運営を行うための基

盤を確立するとともに、これらの課題へ的確に対応できる組織体制を構築するこ

とが、より重要となっています。 

                                                   
3 我が国が直面する人口急減・超高齢化といった大きな課題に対し、平成 26年に内閣に設置さ

れた「まち・ひと・しごと創生本部」を中心に、各地域がそれぞれの特徴をいかした自律的で持

続的な社会を創生していくための施策を総合的かつ計画的に実施していく取組 
4 地方公共団体における財務書類等の作成に係る統一的な基準を設定することで、発生主義・複

式簿記の導入、固定資産台帳の整備等を促進する取組 
5 地方公務員の臨時・非常勤職員の適正な任用や勤務条件を確保するため、地方公務員法及び地

方自治法の改正により新たに創設された制度で、これまでの臨時・非常勤職員の制度を抜本的に

見直すもの。施行は平成 32 年 4 月 1 日 
6 働く人の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択できる社会を実現し、働く人、一人

一人がより良い将来の展望を持てるようにすることで、生産性の向上とともに、就業機会の拡大

や意欲・能力を存分に発揮できる環境をつくること 
7 Artificial Intelligence の略で、一般的に人工知能と訳される。人間の知的営みをコンピュ

ータに行わせるための技術 
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３ 市政運営の課題（内部環境）                   

今後も総合計画に基づくまちづくりを進めていく中で、人材・組織（ヒト）、公共

施設等（モノ）、財源（カネ）など経営資源の最適配分に関連する様々な課題への対

応が求められています。 

⑴ 財政運営上の課題 

  収支不足額を財政調整基金で補う財政収支の常態化の懸念 

第 2次財政計画は、平成 28 年度以降、毎年度発生する収支不足額を財政調整基

金からの繰入金で補てんし、収支の均衡を図るものとなっています。このため、

更なる収支改善を見据え、平成 31 年度以降の第 6次行政改革において、新たな取

組や更なる強化策を実施し、安定的・計画的な財政運営を図ることが、継続した

課題となっています。 

同計画の策定から 4 年が経過する中で、歳入では普通交付税や地方消費税交付

金が策定時の見込みを下回るとともに、歳出では国の制度変更等に伴う地方負担

の増大や新たな財政需要が発生するなど、計画値と決算額との乖離が拡大する傾

向にあります。さらに、今後の情勢如何で、収支不足額が拡大することも懸念さ

れます。 

このまま収支不足額を財政調整基金の取崩しで補うこととした場合、平成 35 年

度以降の近い将来、当該基金が枯渇することも想定されることから、収支の均衡

を図るべく、歳入を確保しつつ事業の見直し等による歳出削減を行い、持続可能

な行財政基盤の確立と限られた経営資源の最適配分のための行政運営手法の見直

しが必要です。 

【必要な取組】 

 行政運営手法の見直し 

 歳入確保の推進 

 

⑵ 資産管理上の課題 

  施設の重複・老朽化、将来的な利用者の減少、更新費用の増大 など 

市町村合併が 14 の自治体間で行われ、広い市域を有することとなった当市で

は、類似団体（施行時特例市8）の中で市民一人当たりの延床面積が最も多い9な

                                                   
8 特例市とは、人口 20 万人以上の市に都道府県の権限の一部を移譲するための制度。平成 27年

4 月 1日から、特例市制度は廃止され、中核市制度に統合された。この時点までに特例市に指定

されていた市は「施行時特例市」となったもの。施行時特例市は平成 27年 4月 1 日時点で 39

市、平成 30 年 4 月 1 日時点で 31 市 
9 出所）公共施設状況調査（平成 29年 3月 31 日現在） 
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ど、人口規模に比べ多数の公共施設を保有する現状にあります。また、平成 17

年の市町村合併前の段階において、類似機能を有した施設の整備が各自治体で進

められ、その結果、機能が重複する施設がいくつも存在する一方で、施設の種別

によっては、配置に偏りがあるなど不均衡な状況も認められます。 

このため、市では、これまで、町内会館として利用されていた多目的集会施設

や民間譲渡が可能なデイサービスセンター、利用者が少なく公費負担が多い施設

等の見直しを進め、合併当時に約 1,000 あった施設数は、平成 30 年 4 月 1 日現

在で 747 施設にまで減少しています。 

しかしながら今後は、人口減少に起因し、施設利用者が減少することによる使

用料収入の減少や、施設の老朽化による維持管理経費の増大が懸念されます。 

この課題に対応していくためには、施設の受入能力、利用状況、役割に応じた

統廃合や民営化による適正配置を推進するとともに、計画的な更新や長寿命化に

よる維持管理の最適化を図ることが必要です。 

 

公の施設の再配置のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集約化の取組イメージ 

複合化の取組イメージ 

 出所）総務省公共施設等総合管理計画資料（平成 27 年 10 月） 
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また、温浴・宿泊施設等の管理運営を目的に設立した法人など、当市の出資・

出捐割合が 25％以上の第三セクター18 法人においては、社会経済情勢の推移に

伴って当初の設立目的が大きく変化するとともに、景気変動による売上の減少や

施設の老朽化による競争力の低下等を要因として経営状況が悪化している法人

もあることから、今後は法人の存廃の検討も含めた経営健全化に取り組み、市の

財政負担の軽減・平準化を図ることが必要です。 

 

 

当市の出資等の割合が 25％以上の第三セクター 平成 29 年度経営状況 

                                    （単位：法人） 

区分 法人数 
   

うち単年度赤字 うち累積欠損金有 うち債務超過 

会社法法人 8 3 6 1 

非営利法人その他※1 10 6 － － 

小計 18 9 6 1 

ＪＨＤ※2の事業子会社 7 4 3 1 

合計 25 13 9 2 
   ※1 非営利法人その他においては、累積欠損金と債務超過の判断はしていない 

※2 当市の第三セクターであった会社法法人 7社を統括運営する持株会社の J-ホールディングス（株） 

 

【必要な取組】 

 公共施設の適正管理の推進 

 第三セクター等の経営健全化の推進 

 

 

 

 

 

 

廃校となった小学校を特産品加工施設と生涯学習施設に転用することで有効活用 

特産品加工施設 

転用の取組イメージ 

出所）総務省公共施設等総合管理計画資料（平成 27 年 10 月） 
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H17.1 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

実績値 2,390 2,360 2,316 2,239 2,119 2,051 2,040 2,020 1,992 1,991 1,981 1,953 1,934 1,917 1,894

計画値 2,318 2,268 2,208 2,138 2,078 2,008 2,003 1,973 1,954 1,953 1,921 1,914

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

（人）

⑶ 定員管理上の課題 

事務事業に応じた適正な職員の確保 

これまで、定員の適正化に向けた取組を計画的に進めてきたことにより、正規

職員の人数は、市町村合併以降、496 人減少し、1,894 人（平成 30 年 4 月 1 日現

在）となりました。 

これを類似団体（施行時特例市）と比較すると未だ多い状況にあるものの、地勢

や気候、合併による広域化など、当市固有の事情も考慮しながら、適正な職員数を

確保していく必要があります。 

今後も、安定的な行政サービスを提供するために、一定数の職員配置を前提とし

ながら、各種の事務事業における業務の性質や量を把握・分析し、適正な職員数を

見極めるとともに、将来的な定年退職等の動向を想定し、計画的な新規採用を実施

していく必要があります。 

また、先行きが見通せない社会経済情勢の変化に伴い、さらに複雑・多様化する

市民ニーズや新たな市政運営の課題に的確に対応するためにも、機動的な組織へ

の見直しを進めるとともに、職員の意識改革や資質・能力の向上に取り組むことが

必要です。 

職員数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）第 3次上越市定員適正化計画（平成 27 年 2月策定）により作成 

※H17.1 の実績値は市町村合併した平成 16 年度（平成 17 年 1月）の値 

※平成 17 年度以降の実績値は各年 4月の値 

※計画値は、平成 18 年度～22 年度は第１次計画に、平成 24 年度～26 年度は第 2次計画に、平成 27 年

度～34 年度は第 3次計画に掲げた値 

 

【必要な取組】 

 効果的・効率的な組織体制の推進 

－ － － 
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Ⅱ 目標と計画期間                    

１ 第 6次行政改革推進計画の目標                 

 

 

 

  

 

市の最上位計画である第 6次総合計画（計画期間：平成 27 年度～平成 34 年度）

では、当市の将来都市像を「すこやかなまち～人と地域が輝く上越～」として掲

げ、次のとおり定義しています。 

 

 

 

 

こうした「すこやかなまち」づくりを着実に進めていくためには、市政運営や

地域を支える行財政基盤が持続可能な状態にあることが不可欠となります。 

 このことから、第 6次総合計画を下支えする第 6 次行政改革では、第 5 次行政

改革の考え方を継承し、財政収支の均衡を図りつつ、「すこやかなまち」の土台づ

くりを確実に進めることを目標に、計画期間終了後に、次のような状態が確保さ

れていることを目指し、取組を進めていきます。 

 

目指すべき状態                  

・ 第 6 次総合計画に掲げた「すこやかなまち」の実現の土台づくりが図られてい

る状態 

・ 平成 35 年度以降において、財政収支の均衡の目途が付いている状態 

・ 「経営資源の最適配分」と「最少の経費で最大の効果をあげる」ための市政運

営の仕組みが機能している状態 

 

２ 計画期間                           

平成 31 年度から 34 年度までの 4年間  

「すこやかなまち～人と地域がかがやく上越～」 

の実現に向けた土台づくり 

～市政運営や地域を支える持続可能な「行財政基盤の再構築」～ 

人や地域等の間に良好な関係性が築かれている中で、市民一人一人が 

生涯を送る上で不可欠となる安定的な生活基盤が確保されていることは

もとより、心の豊かさが満たされ快適で充実した暮らしを送ることが 

できる条件を備えたまち 
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Ⅲ 基本方策                        

 

第 6次行政改革では、中長期的視点も踏まえた市政運営の課題の中で、計画期間内

に集中的に取り組むべき項目に特化し、4 年間で獲得すべき成果（目標）を明確にし

た上で、取組を進めます。 

 

１ 行政運営手法の見直し                     

 持続可能な行財政基盤の確立のための行政運営手法の見直し  

   

少子高齢化や人口減少が進行し、かつての経済成長や大幅な税収の増加は期待

できず、将来的にも国や地方の厳しい財政状況が見込まれる中、当市においても、

財源や人材（職員）など限りある経営資源を最適に配分していかなければなりません。 

そのためには、「最少の経費で最大の効果をあげる」という理念のもとで、持続

可能な行財政基盤の確立と早期の財政収支の均衡を図るために、優先的に取り組

むべき事業への重点化や経営資源を最適配分するための事務事業の見直しに取り

組みます。 

① 行政評価の実施 

・ 施策評価と事務事業評価が連動した行政評価の仕組みを再構築し運用します。 

・ 歳入規模に見合った歳出規模となるよう、事業等の見直しを徹底します。 

・ 事務改善等による事務の効率化や経費の節減、民間活力の活用を推進します。  

 

② 政策協議の実施 

・ まちづくりの方向性と経営資源を見据え、第 6 次総合計画の推進に必要な事

業の選定や関連付け、優先順位付け、見直しなどの方針を定めます。 

 

 

２ 歳入確保の推進                        

 持続可能な行財政基盤の確立のための歳入確保の取組の推進  

 

   将来にわたり持続可能な行財政運営を進めていくためには、事務事業の見直しや

経費の削減による歳出の抑制を図る一方、市民ニーズや社会経済情勢の変化等に対

応し得る安定した財源の確保を図ります。 
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① 国県補助金等の確保 

・ 情報の収集・共有により、国県等の補助制度や交付金等の有効活用に取り組み

ます。 

② 自主財源の確保 

・ 未利用財産（土地等）の売却・貸付けのほか、市税等の収納率向上や施設使用

料など受益者負担の適正化を推進し、税源涵養の意識を持ちながら自主財源の

確保に取り組みます。 

 

３ 公共施設の適正管理の推進                   

 まちの将来を見据えた施設の適正配置の推進と計画的な維持管理の実現 

  

今後も減少が見込まれる歳入に見合った歳出削減に取り組む中、公共施設も同

様に維持管理等に係る経費をいかにして縮減していくかが課題となっています。 

そのため、機能が重複する施設の適正配置や民間譲渡を行うことで、施設総量

を抑制するとともに、維持すべき施設の長寿命化を図ることで、真に必要なサー

ビスの提供と将来の財政負担の軽減に取り組みます。 

 

① 施設の適正配置の推進及び維持管理の最適化 

・ 施設の機能や役割に着目し、将来に向けて真に必要な施設や機能を顕在化させ

ます。 

・ 機能が必要な施設でも民間譲渡が可能な施設は、譲渡を推進します。 

・ 近いエリアに複数ある体育館や集会施設などは、施設の受入能力や利用状況等

に応じて統廃合します。 

・ 将来にわたり存続させる施設は、適正かつ計画的な維持管理方策を具体化し、

中長期的な維持管理・更新等の経費の削減を図ります。 

 

４ 第三セクター等の経営健全化の推進               

第三セクター等の経営健全化や事業執行の効率化による市の将来負担の軽減  

 

第三セクター等は、市に代わる公共サービスの担い手として、民間の資金や人材、

経営ノウハウなどを活用することにより、効果的・効率的な公共サービスを提供す

るとともに、地域振興や地域雇用の拡大などを目的に設立されたものです。 

しかしながら、社会経済情勢の変化により、設立当初の第三セクター等の存続意

義も大きく変化する中で、経営状況の著しい悪化は、市の財政にも深刻な影響を
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及ぼすことが懸念されます。そのため、第三セクター等の存廃の検討を含めた経

営の健全化について、速やかに取り組みます。 

 

① 第三セクター等の経営健全化の推進 

・ 第三セクター等の存続意義や事業継続の是非、事業手法の選択について、第三セ

クター等の存廃を含めて検証する抜本的改革を含む経営健全化に取り組みます。 

・ 存続させる第三セクター等の有効活用と健全経営の支援に取り組みます。 

 

５ 効果的・効率的な組織体制の推進                      

効果的・効率的な業務執行を可能とする組織体制の構築  

 

厳しい財政状況にあっても、将来にわたり安定的・継続的に適正な行政サービス

を提供できるよう、事務事業に応じた適正な職員数を確保し、環境の変化に対応で

きる機動的な組織体制を構築するとともに、職員の意識改革と能力向上により、さ

らなる行政運営の効率化を図ります。 

 

① 定員適正化の推進 

・ 事務事業評価の評価結果及び見直し内容により変化する業務量を的確に見込

み、それらの業務を確実に遂行するために必要な職員数を確保します。 

・ 毎年度、事務事業の新規・拡充や廃止・見直しによる業務量の増減、継続事業

の進捗状況など、配置数を決定する際に必要な情報を的確に把握し、職員配置

に反映します。 

・ 事業の執行に必要な最小の人員体制を構築するため、将来的な定年退職等の動

向を想定し、計画的な定員管理を徹底します。 

② 組織の見直し 

・ 第 6 次総合計画及び本計画に定める取組を着実に推進するとともに、社会経

済情勢の変化や新たな行政需要に対応するため、適時に組織の見直しを行い、

効果的・効率的な組織体制を構築します。 

③ 人材育成の推進 

・ 人材育成方針に基づき、職員研修や仕事を通じた人材育成を推進し、職員とし

て高い倫理観の習得のほか、プロフェッショナルとして何事にも積極的に関わ

る意識の高揚を図るとともに、職種及び職位に応じた職務遂行上必要な能力の

向上に取り組みます。 
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Ⅳ 計画の位置付けと推進手法               

１ 計画の位置付け                        

当計画は、市の最上位計画である第 6次総合計画で掲げた将来都市像「すこや

かなまち～人と地域が輝く上越～」の実現に向け、その下支えとして策定するも

のです。また、「財政計画」及び「定員適正化計画」や各種個別計画とも連携を

図り、第 6次総合計画を推進するものとします。 

 

まちづくりの総合的な計画

（計画期間：平成27年度～平成34年度）

第6次総合計画

将来都市像 「すこやかなまち～人と地域が輝く上越～」

行財政運営上の改革方針及び取組を

定めるもの

（計画期間：平成31年度～平成34年度）

第6次行政改革推進計画

歳入・歳出規模を定めるもの

（計画期間：平成27年度～平成34年度）

市の正規職員数を定めるもの

（計画期間：平成27年度～平成34年度）

事業の優先度などを定めるもの

・
・
・

公共施設等の管理の基本的な方針を

定めるもの

まちづくりの総合的な計画

（計画期間：平成27年度～平成34年度）

第 6 次 総 合 計 画
将来都市像 「すこやかなまち～人と地域が輝く上越～」

行財政運営上の改革方針及び取組を

定めるもの

（計画期間：平成31年度～平成34年度）

歳入・歳出規模を定めるもの

（計画期間：平成27年度～平成34年度）

市の正規職員数を定めるもの

（計画期間：平成27年度～平成34年度）

事業の優先度などを定めるもの

・
・
・

（
個
別
計
画
）

公共施設等の管理の基本的な方針を

定めるもの

第2次財政計画
（改訂版）

第3次定員適正化計画
（改訂版）

公共施設等総合管理計画

各種整備計画

第6次行政改革推進計画

下支え 財源の裏付け財源の裏付け
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２ 推進手法                           

第 6次行政改革を着実に推進するため、市長を本部長とする「行政改革推進本部」

で進捗管理を行い、市役所が一体となった取組を進めます。 

行政改革の担当部署は、各取組の担当課と連携を図りながら、定期的に進捗状況

を確認するとともに、進捗が不十分な場合や、効果・成果が得られない場合には、

現実に照らして取組内容や実施方法等の改善・工夫を行い、4年間で獲得すべき成

果（目標）が得られるよう実効性のある取組を進めます。 

また、上記内容については、市議会に報告するとともに、市ホームページに掲載

するなど、広く市民に公表します。 

 

 

Ⅴ 今後の検討課題                    

 

 当計画における 5つの基本方策のほか、持続可能な行財政基盤の確立に向け、当市

の市政運営に関する中長期的な課題についても、関連する他の計画と連携を図りなが

ら検討を進めます。 
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Ⅵ 取組一覧                       

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　行政運営手法の見直し

（２） 2
・企画政策
課

・全ての課
等

【現状】
・第6次総合計画に位置付けた政策・施策
及び重点戦略の推進に向け、施策の現
状・課題を踏まえた今後の方向性を明確
にするために実施する施策評価の結果に
基づき政策協議を実施し、重点化すべき
事業を翌年度の予算に反映させてきた。

【課題】
・経営資源を最適配分し、施策の推進に
必要な事業を強化・改善し、重点化を図る
ことで、施策・事業の効果を高める必要が
ある。

・第6次総合計画に位置付け
た政策・施策及び重点戦略の
推進に向け、毎年度、予算編
成に先立ち、必要な事業の選
定や関連付け、優先順位付
け、見直しなどの方針を定め
る。

（１） 1 行政評価の実施

・行政改革
推進課
・企画政策
課

【現状】
・平成26年度に実施した「事務事業の総
点検」に基づき、事務事業の改善・廃止等
の見直しを行い、進捗管理をしてきた。
・平成30年度に実施した「行政評価※」に
基づき、施策の実現に資する事業の推進
と事業量・業務量の削減に向けた今後の
取組を定めた。

※第6次総合計画の政策・施策及び重点
戦略の推進に向け、「施策評価」を実施
し、施策の現状・課題を踏まえ今後の方
向性を明確にするとともに、その結果に基
づき「事務事業評価」を実施し、政策的視
点による優先度と、行革的視点による必
要性・有効性の評価により、事務事業の
見直しを行うもの

【課題】
・持続可能な行財政基盤の確立と経営資
源の最適配分の実現に向け、継続的に施
策評価と政策的事業の評価に取り組む必
要がある。
・平成35年度以降の収支均衡に向けた事
業や施設の見直しを行う必要がある。

・財政課
・人事課

・ほか、全
ての課等

・平成30年度に実施した事務
事業評価の結果に基づき、見
直しの取組を推進する。
・毎年度、施策評価を実施し、
施策の現状・課題を踏まえ方
向性を明確にするとともに、そ
の結果に基づき政策的事業の
評価を実施し、見直しを徹底
する。

・平成35年度以降の収支均衡
に向けた行政評価を実施す
る。
・歳出削減に寄与する事務改
善等の取組を推進する。

政策協議の実施

関係課等 　　　　　　　　　現状と課題 　今後の具体的な取組内容
大
項
目

中
項
目

通
番

取組項目
取組
主管課
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2　歳入確保の推進

・企画政策
課

・時宜を得た要望活動を実施
する。

・国に対する市単独要望とし
て、国家予算概算要求及び財
務省内示に向けた要望を実施
する。

・国に対する北信越市長会経
由の要望として、春秋の年2回
とりまとめを実施する。

・県に対する県市長会及び自
民党県連経由の要望として、
とりまとめを実施する。

・国県等へ出向き、情報収集
を行う。

・財政課

・予算編成方針等において、
国県補助金等の有効活用の
徹底を指示する。
・年度間調整が困難な補助事
業は、重点的に要望活動を行
い、必要な補助額を確保する
よう取り組む。
・年度当初の補助金・交付金
の内示にあわせ、事業の執行
内容及び財源構成の調整を
行う。

【現状】
・売却計画を策定し、立地条件などから民
間需要が見込まれる優良物件について、
商品化を進めてきた。
・現在保有している物件は、土地の大き
さ、形状の不整形、間口の狭小などの立
地条件が悪く、測量や鑑定の経費が販売
価格を上回るなど採算があわないため、
民間需要が期待できず商品化を見合わせ
ている遊休地がほとんどである。
・また、草刈り等の維持管理経費も多く要
している状況である。

【課題】
・市街化調整区域にある土地や建物付き
の土地であるなど活用方法に制限のある
物件も多い状況にある。
・未利用財産の貸付けにおいては、資材
置場等の一時的な貸付けは一定程度あ
るものの、場所や乗入れ等の条件から事
業用地等の長期の貸付けに馴染まない
物件が多く、借受者が定着しない。
・上記のように様々な制約のある物件を売
却・貸付けしていくためには、これまでの
取組の抜本的な見直しを検討していく必
要がある。

（２） 4
自主財源の
確保

未利用財産
の売却・貸
付の促進

・用地管財
課

・施設等を
所管する
全ての課
等

・価格等の条件設定や売払い
の手法等の見直しを図り、未
利用財産の処分（売却・貸付
け）を進める。
・各種媒体を活用し、適時に
情報発信を行う。

【現状】
・国や県に対して、市単独及び北信越市
長会や自民党県連等を介して要望活動を
行っている。

・国や県の財政支援の状況を適時に把握
し、市の事業に活用するよう全庁に対し意
識付けを実施している。また、補助金額が
要望額を下回る場合は他財源による補完
や事業執行先送り等の調整を行ってい
る。

【課題】
・国県の財政事情などにより、補助要望が
満額採択されない場合があることから、補
助金・交付金に関するより綿密な情報収
集や効果的な要望活動が必要である。

（１） 3 国県補助金等の確保
・全ての課

等

関係課等 　　　　　　　　　現状と課題 　今後の具体的な取組内容
大
項
目

中
項
目

通
番

取組項目
取組
主管課
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2　歳入確保の推進

・行政改革
推進課

［使用料］
【現状】
平成27年10月に使用料の見直しを行っ
た。以後、定期的に原価計算及び価値補
正による使用料の算定を行い、必要に応
じて当該使用料を改定することとしてお
り、平成31年10月の消費税増税以降の改
定を予定している。

【課題】
現行の算定基準では、前々回（平成27年
10月以前）の使用料から大幅に増加する
施設があり、あるべき姿を再検討する必
要がある。

［使用料］
・サービスの利用に対する不
公平や格差が生じないよう、
使用料、各種事業の受講料等
については、原価（ランニング
コスト等）をベースとした算定
方法を基本に定期的に見直
す。

（２）
自主財源の
確保

・財政課

［手数料］
【現状】
平成26年度に手数料の見直しに関する基
本方針を策定するとともに、見直しを実施
した。方針に基づく次回見直しは平成31
年度（平成32年4月1日改定）だが、平成
31年10月の消費税増税を踏まえた原価
計算を平成30年度中に実施する。

【課題】
政令で定められている手数料や国・県の
機関の算定に基づく手数料は市独自の原
価計算による見直しが困難であるが、国・
県による改定の動向を注視しながら適時
に対応することが必要である。

［手数料］
・各種廃棄物処理手数料、し
尿くみ取り手数料…平成32年
10月1日改定に向け作業を進
める。

・上記以外の手数料…基本方
針に基づき、次回の見直し基
準日を平成35年4月とするが、
平成31年10月の消費税増税
後に再度原価計算を行い、大
きな乖離が確認できた場合は
前倒しして見直しを実施する。

6
市税等の収
納率向上

・収納課

・税務課
・国保年金
課
・保育課
・建築住宅
課
・高齢者支
援課

【現状】
・きめ細かな納税相談やコンビニ収納等の
推進など、納税しやすい環境を整備すると
ともに、納入促進員の戸別訪問による徴
収と徴税吏員による滞納処分を行い、収
納率の向上を図ってきた。
・その結果、平成29年度決算における市
税の収納率では、現年課税分が
99.19％、滞納繰越分を加えた全体でも
96.41％となっている。

【課題】
・市税を含めて滞納が多重化・長期化し、
困難案件が増加する傾向にあり、早期に
対策を講じる必要がある。
・滞納整理業務の分担による効率化
・差押え不動産の整理

・徴税吏員及び納入促進員の
分担を見直し、業務を効率化
する。

・現年分の徴収を強化し、過
年度に繰り越す収入未済額を
圧縮するとともに、徴収コスト
を削減する。

・滞納管理を徹底し、徴税吏
員による実態調査を強化する
とともに、債権整理を進め、滞
納者数と滞納繰越分の収入
未済額を圧縮する。

5
受益者負担
の適正化

・全ての課
等

関係課等 　　　　　　　　　現状と課題 　今後の具体的な取組内容
大
項
目

中
項
目

通
番

取組項目
取組
主管課
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3　公共施設の適正管理の推進

４　第三セクター等の経営健全化の推進

（１） 8
・行政改革
推進課

・第三セク
ター等を所
管する全
ての課等

【現状】
・平成21年度の第三セクター経営分析報
告書に基づき、公の施設を管理運営する
会社法法人の持株会社化や第三セクター
が実施している事業の見直しなどに取り
組んできた。
・累積欠損金を抱える法人に対して、中期
経営計画を作成させ、進捗管理すること
で、経営健全化を図ってきた。

【課題】
・公会計制度改革に基づく連結決算の作
成や国の「第三セクター等の経営健全化
等に関する指針」に基づき、第三セクター
の経営健全化が求められており、第三セ
クターが担う事業の必要性や公益性、採
算性等について改めて検討を行い、事業
継続の是非や事業手法の選択について、
第三セクターの存廃も含めて今後の方向
性を検討することが必要である。

・「第三セクター等に対する関
与方針」に基づき、第三セク
ター等の存続意義や事業継
続の是非、事業手法の選択な
どについて検討し、方向性を
明確にする。

・第三セクター等の方向性を
実現するため、実施計画とし
て統廃合等実施計画や経営
健全化計画を策定する。

・毎年度、実施計画に基づく取
組を進捗管理するとともに、定
期的に方向性を再検討する。

・施設等を
所管する
全ての課
等

第三セクター等の経営健
全化の推進

・将来の財政負担の軽減を図
るため、公の施設の再配置の
取組を推進する。

・総務省の要請に基づき、平
成32年度末までに個別施設
計画を策定し、機能が重複す
る施設の適正配置や民間譲
渡など施設総量の抑制と、維
持すべき施設の長寿命化に
取り組む。

・施設の機能・サービス内容に
応じた、より効率的な維持管
理運営手法（休館日や開館時
間の見直し、指定管理者制度
や民間委託の導入など）を検
討する。

（１） 7
施設の適正配置の推進
及び維持管理の最適化

・行政改革
推進課

【現状】
・「公の施設の統廃合計画（平成19年
度）」、「公の施設の再配置計画（平成23
年度、平成26年度）」に基づき、老朽化が
進んでいる施設や利用者が少ない施設な
ど、比較的、譲渡・廃止しやすい施設を対
象に再配置（統廃合、譲渡等）を行ってき
た結果、約1,000を数えた公の施設の数
は、平成30年4月1日現在で747まで減少
した。

・維持管理においても、指定管理者制度
の活用や民間委託の推進のほか、休館
日や開館時間の見直しを行い、維持管理
コストの削減に取り組んできた。

【課題】
・現存する約750の施設のうち、一定の地
域の範囲で集会施設やスポーツ施設、温
浴・宿泊施設などの機能が未だ重複して
いる現状にあり、あわせて、施設の老朽
化が進むことによって、今後の維持管理
に多額の経費が見込まれる。

・これらの施設を維持するためには、維持
管理コストの縮減及び機能が重複する施
設の適正配置や民間譲渡による施設総
量の抑制が必要である。

・上記の取組に当たっては、総務省の要
請に基づき、平成32年度を目途に全ての
公共施設等（建物やインフラ）の将来的な
長寿命化や廃止などの方向性を定める個
別施設計画の策定にあわせて取り組む必
要がある。

関係課等 　　　　　　　　　現状と課題 　今後の具体的な取組内容
大
項
目

中
項
目

通
番

取組項目
取組
主管課
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５　効果的・効率的な組織体制の推進

（１） 9 ・人事課 ―

【現状】
・定員適正化の取組を進めてきた結果、
平成30年4月1日現在の職員数は1,894人
となり、平成17年の合併時から13年で496
人の減となっている。

【課題】
・地勢や気候など、当市固有の事情はあ
るものの、類似団体と比較して職員数が
多い状況にある。
・各種の事務事業における業務の性質や
分量を把握・分析し、必要な職員数を見極
めるとともに、今後の財政状況を鑑み、引
き続き人件費を抑制していく必要がある。

・事業の執行に必要な最小の
人員体制を構築するため、計
画的な定員適正化に取り組
む。

・人事課 ―

【現状】
・市民ニーズや行政需要に対応するた
め、適時に組織の見直しを行っている。

【課題】
・第6次総合計画や当計画に定める取組
を着実に推進するため、効率的な組織体
制を構築していく必要がある。
・複雑多様化する市民ニーズや新たな行
政需要に迅速かつ的確に対応するため、
適時に組織を見直していく必要がある。

・第6次総合計画や当計画に
定める取組を着実に推進する
とともに、行政運営上の環境
変化などの課題に対応するた
め、適時に組織の見直しを行
う。

・行政改革
推進課
・人事課

・全ての課
等

【現状】
・市民ニーズや行政需要に応え、効果的・
効率的に業務を遂行するため、組織にお
ける適切な事務分担を定めてきた。
・社会経済情勢の変化等により、事業の
実施目的や施設の設置目的が変化し、現
在の所管では業務執行に問題が生じてい
るものがある。
・特定の部局や課等において時間外勤務
等に大きな差が生じている。

【課題】
・事務事業や施設の所管を見直し、効果
的・効率的に業務を執行する必要がある。
・組織間の業務量の平準化や業務執行の
効率化に向け、小規模課等における共通
事務の集約や、部局や課等の組織内で
の人員体制の流動化を図る必要がある。

・事務事業の実施目的や施設
の設置目的を精査し、所管の
見直しを検討し、実施する。

・庶務や会計事務、庁用車管
理など共通事務の集約化を検
討し、実施する。

・部局や課等における人員体
制の流動化を実施する。

定員適正化の推進

（２） 10 組織の見直し

関係課等 　　　　　　　　　現状と課題 　今後の具体的な取組内容
大
項
目

中
項
目

通
番

取組項目
取組
主管課
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５　効果的・効率的な組織体制の推進

（３） 11 ・人事課
・全ての課
等

【現状】
・人材育成方針に基づき、職員の資質及
び業務遂行能力の向上を図る研修を実施
している。

【課題】
・最少の人数で最大の効果をあげるため、
経営資源である人材を育成する必要があ
る。
・職員が職種・職階に応じて現行及び将
来的に必要となる能力及び資質を習得で
きる仕組み・環境を構築する必要がある。

・Off-JT等により、職員の一般
的・専門的能力、事務処理能
力、政策形成能力、危機管理
能力などを向上させる。職員
の公務員としての資質を向上
させる。

・OJTにより、再任用職員や専
門職員が持つノウハウ・技術
を次代を担う職員に承継する。
新規採用職員や若手職員の
早期育成と戦力化を実施す
る。

・自己申告書などにより把握し
た職員のキャリアデザイン、適
性及び能力を踏まえた適材適
所の人員配置を行うことで、職
員の能力を引き出し、職務に
対する意欲を高めるほか、新
規採用職員へのジョブロー
テーションを通じて、職員とし
ての視野を広げ、社会性及び
市民感覚を備えた人材を育成
する。

人材育成の推進

関係課等 　　　　　　　　　現状と課題 　今後の具体的な取組内容
大
項
目

中
項
目

通
番
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取組
主管課
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